
   中津市中山間地域活性化支援事業補助金審査要領 

 

「中津市中山間地域活性化支援事業補助金」の審査は、この審査要領により行うも

のとする。 

 

１．審査会の開催 

 審査会の開催方法については、委員長が決めるものとする。 

  ただし、以下のものについては事務局にて事務を行い、審査会へ事後報告するこ

とができるものとする。 

（１）補助金に係る要綱等の改正。 

（２）補助事業の変更（軽微な変更を除く）のうち、委員長が審査会での審査を不

要と認めたもの。 

 

２．補助金申請に係る審査 

（１）審査は補助金交付申請書に基づいて行う。 

（２）審査会は、必要に応じて補助事業に関係する部署から意見の聴取、審査への

参加を求めることができる。 

（３）審査会は補助事業の決定に際し、補助事業者に対し、条件を付した上で決定

をすることができる。 

 

３．補助金申請に係る審査内容 

当補助金の目的を達成できる事業であるか、次の内容を審査する。 

（１）申請初年度 

審査項目 審査内容 

１．事業の的確性 交流、関係人口の創出が図れ、旧下毛地域の活性化

に寄与し、その効果が期待できる事業であるか。 

２．事業の公益性 特定の個人又は団体のみが受益者とならない事業で

あるか。 

３．事業の計画性や実現性 事業計画が具体的で実現性があり、計画を適切に行



い、それを確実に実行できる事業であるか。 

法律等で制約を受ける部分はないか。 

４．適正な予算 提案内容に照らして適正な予算が計上されており、

積算根拠が明確であるか。 

５．事業の継続性 取り組みが継続し、近い将来自立・自走する見込み、

または市の事業の推進が見込められる事業である

か。 

６．事業実施能力 申請者には、事業実施に必要な知識、技術、体制等

が整っており、役割分担等が明確であるか。 

７．事業の独自性、先駆性 事業内容に工夫が見られ、他の団体が実施していな

い事業や先駆性のある事業であるか。 

 

 （２）採択２年目以降（事業継続型のみ） 

審査項目 審査内容 

１．事業の的確性 交流、関係人口の創出が図れ、旧下毛地域の活性化

に寄与し、その効果が期待できる事業であるか。 

２．事業の公益性 事業を通して、地域住民や地域の他団体などとの連

携を行い、特定の個人又は団体のみが受益者となら

ない事業であるか。 

３．事業の計画性や実現性 事業計画が順調に進捗しているか。また、事業計画

に変更がある場合は、これまでの事業実績の反省や

成果を十分踏まえたものとなっているか。 

事業計画が具体的で実現性があり、計画を適切に行

い、それを確実に実行できる事業であるか。 

法律等で制約を受ける部分はないか。 

４．適正な予算 当年度の事業内容に照らして適正な予算が計上され

ており、積算根拠が明確であるか 

５．事業の継続性 取り組みが継続し、近い将来自立・自走する見込み、

または市の事業の推進が見込められる計画である



か。 

６．事業実施能力 事業実施に必要な知識、技術、体制等が整っており、

役割分担等が明確であるか。 

 

 

４．補助金申請に係る審査基準 

  審査は申請書類にて行い、各審査委員が採点基準に則り審査項目毎に採点を行う。

補助事業の決定優先順は審査員が採点した点数に評価項目毎の係数を掛けた点数

の総合計を審査した委員数で除した点数が６０点以上の事業のうち、審査会にて決

定する。 

 【採点基準】 

区分 点数 評価 

ｓ 5 点 非常に優れている 

ａ 4 点 優れている 

ｂ 3 点 妥当である 

ｃ 2 点 やや不十分である 

ｄ 1 点 不十分である 

 

 【各評価項目の重み付け】 

 評価項目 
申請初年度 

係数 

採択２年目以降 

係数 

１．的確性 4 5 

２．公益性 3 4 

３．計画性や実現性 4 4 

４．適正な予算 2 2 

５．継続性 3 3 

６．事業実施能力 2 2 

７．独自性、先駆性 2  

 



５．補助金申請額の審査 

  交付する補助金額について、要綱に定める上限額の範囲内で申請額の妥当性及び

補助する額を審査する。 

 

   附 則（令和５年中地広暦第８号） 

 （施行期日） 

１ この要領は、令和５年６月１日から施行する。 

 （この要領の失効） 

２ この要領は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

   附 則（令和５年中地広暦第 18 号） 

 （施行期日） 

この要領は、令和５年１２月２５日から施行する。 

   附 則（令和６年中地広暦第１３号） 

 （施行期日） 

この要領は、令和６年８月２３日から施行する。 

 

 


